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 モヘシュカリ南部の市街地は地域の中心集落であり、モヘシュカリ・マタバリ地域の中核

として、商業、行政、教育、居住等の機能を集積させため、市街化区域に指定することを提

案する。 

 
出典 JICA 調査団 

図 11.2-1 土地利用ゾーニング図 
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11.3 開発プロジェクトのマッピング 

 モヘシュカリ、マタバリ、ソナディア島地区で提案されているプロジェクトを整理すると、

物流機能プロジェクト 8 事業、電力・エネルギー関係プロジェクトのうち電力部門 10 事業、

エネルギー部門 11 事業、港湾関連産業プロジェクト、その他産業インフラ開発プロジェクト

8 事業である。これらプロジェクトは、既に進行中のものから構想中のものも含まれている

が、提案後取り下げられたもの、プロジェクトとして確認できないものは含まれていない。 

11.4 マタバリ港工業港区の利用計画 

 工業港区については、CPGCBL と民間事業者による石炭トランシップターミナル計画、

RPGCL, 民間事業者グループ、CPGCBL と民間事業者による 3 つの LNG 輸入ターミナル計画

（一部発電事業を含む。）、民間事業者による LPG 輸入ターミナル計画が提案されている。 

（石炭トランシップターミナル） 

 最大寄港船舶は、石炭輸送バルク船 80,000 DWT 級、船長（LOA）230 m、船幅（B）37.0 m、

喫水（Draft）14.5 m、所要規模は、石炭船用桟橋 2 バース、敷地面積は最大で 40-50 ha と想

定する。 

（LNG 輸入ターミナル） 

 LNG 輸入ターミナルは、3 つの事業体より提案があるが、当面の緊急需要に対応するため

一つのプロジェクトが選択されるものと想定し、取扱規模 1,500 mmcfd 程度、LNG 船用桟橋

2 バース、ターミナル面積 40-50 ha と計画する。現在就航している最大の LNG 船は Q-Max

型（260,000 m3 積程度）であるが、当初は標準型の 145,000 m3 積程度の LNG 船で習熟運用を

行い、Q-Flex 型（210,000 m3 積程度）までの入港を想定する。Q-Flex 型は、船長 315 m、船

幅 50 m、喫水 12.5 m 程度である。 

（LPG ターミナル） 

 LPG の輸入はマタバリ港の桟橋を利用し、パイプラインで配分基地に輸送する計画であっ

たが、LPG 輸入の緊急性を考慮し、LPG の貯蔵、配合、出荷のため工業港区内に 16 ha 程度

の用地を確保する。LPG は、45,000 DWT から 50,000 DWT 型の冷凍 LPG 船で輸入し、3,000 

DWT 型の小型 LPG 船に積み込んで出荷する計画であるため、本船の接岸する桟橋 1 バース、

出荷用の桟橋 2 バース（うち 1 バースは本船用の桟橋と共用）を計画する。 

（工業港区配置代替案） 

 マタバリ港工業港区で活用できる水際線、用地が限られていることから、各プロジェクト

の最終計画ではなく、短期の需要に対応する規模を前提として配置案を検討した。石炭輸入

船用 2 バース、ターミナル面積 40-50 ha、LNG 輸入船用 1-2 バース、ターミナル面積 45-50 ha

程度、LPG 輸入船用 1 バース、出荷船用 1 バースを標準と想定して代替案を作成、比較検討

した。 

 代替案を比較検討するのに重要な項目として、1) 最大入港船のバースが回頭泊地に近い、
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2) CTT と CPGCBL の石炭港が近く、石炭船のオペレーションがし易い、3) LNG 桟橋と LNG

ターミナルが近い、4) 泊地の浚渫ができるだけ少ない、ことを要件とした。評価の高い代替

案は、工業港区の北側から石炭バース（2バース 600 m）、ついでLNGバース（2バース 800 m）、

次いで LPG バース（1 バース 400 m）を配置し、ターミナルも北側から、石炭トランシップ

ターミナル（46 ha）、LNG ターミナル（48 ha）、LPG ターミナル（18 ha）とする配置する案

となった。 

（泊地浚渫の事業主体） 

 工業港区のターミナル開発は、各民間事業者あるいは事業を所管する国営公社が実施する

こととなるが、泊地の浚渫は CPA が実施することが適当である。この泊地浚渫により、フェ

ーズ 2 のコンテナターミナルの開発も同時に可能となること、泊地の維持管理は CPA が実施

する必要があることから、泊地浚渫は CPA が事業主体となることが適当である。 

 また、浚渫土砂によって用地造成を行うことが浚渫土の有効活用と浚渫費用の低減に役立

つので、CPA が工業港区の用地造成まで実施することも妥当と考えられる。ただし、用地造

成については、CPA から浚渫土砂の供給を受けて民間事業者が実施することも可能である。

バースの建設は、各事業主体が CPA の承認を受けて建設することが適当と判断される。 

（LNG 用ターミナル埋立拡張案） 

 LNG ターミナルを拡張し、Q Max 型の LNG 船を入港させるためには、港口部の防波堤を

延伸して大型 LNG 船の為の回頭泊地を整備し、埋立地を造成してターミナルを整備すること

が考えられる。将来、より大型の LNG 輸入基地が必要となった場合は、マタバリ港の港口部

に埋立地を造成することも代替案の一つになるものと提案する。 

11.5 段階土地利用計画 

（モヘシュカリ、マタバリ地区の土地利用計画の調整） 

 マタバリ島地区では、2016 年から掘り込みの試験工事が行われ、2017 年 8 月から港湾建設

の本工事が開始された。これは、マタバリ超臨界圧石炭火力発電所の為の港湾工事であるが、

これに併設して商港を整備するプロジェクトが計画され、2020 年には工事開始が予定されて

いる。 

 プロジェクト番号 11 の石炭火力発電所は、当初の事業者提案では 1,200 MW、593 ha であ

るが、港湾アクセス道路と競合するので、形状の変更及び用地の若干の縮小を提案する。形

状変更後の面積は 535 ha となるが、発電計画は 1,200 MW であるので十分余裕がある面積で

ある。 

 プロジェクト番号 24 の LPG 基地は、マタバリ港ステージ 1 と 2 の中間に計画され、原料

の輸入、製品の搬出はマタバリ港ステージ 1 を利用し、LPG 基地との間をパイプライン輸送

する計画としていたが、道路計画が確定しないとパイプランの建設が出来ないため、マタバ

リ港に 16 ha の LPG 基地を計画した。これにより、当初計画の LPG 基地は不要あるいは縮小
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となるものである。 

 プロジェクト番号 30（SPL 社）および 31（BPC）は石油精製とその関連産業であり、前者

は 18 万バレル/日、後者は 20 万バレル/日程度の精製をを目標としている。石油製品の需要の

規模から当初は 18 万から 20 万バレルの製油所 1 基の整備が適当であるので、BPC あるいは

SPL のどちらが最初の石油精製所を開発するか、エネルギー事業用地内のどこに整備するか

については、早急に事業化調査を実施し、その結果に基づいて電力・エネルギー省で審査決

定することが必要である。 

（短期的な土地利用案） 

 モヘシュカリ島地区、マタバリ島地区に提案されているプロジェクトの実現時期から、2024

年頃には、マタバリ超臨界圧石炭火力発電所（ID 9）の運転が開始され、港湾のコンテナふ

頭・多目的ふ頭（ID 1）の供用開始、工業港区での LNG 基地（ID 21, 22, 23）、LPG 基地（ID 

24）のオペレーション開始、SPM からの原油輸入（ID 26）の開始、港湾アクセス道路（ID 4）

の開通が見込まれる。 

（中期的な土地利用案） 

 2031 年頃までに、電力部門では、CPGCBL と民間事業者による石炭火力発電所（ID 10）、

同 LNG 火力発電所（ID 13）、同マタバリ火力発電所（ID 11）、BPDB と民間事業者による石

炭火力発電所・LNG 火力発電所（ID 12）、石炭トランシップターミナル（ID 18）、LNG 基地

に併設される発電所（ID 14, 15）、の運開が見込まれる。エネルギー部門では LPG 基地（ID 25）、

臨海産業部門では石油精製、石油化学の立地（ID 30, 31）、穀物関連産業（ID 32）の立地が見

込まれる。 

 インフラ部門ではマタバリ港フェーズ 2 コンテナターミナル（ID 2）、ロジスティックス関

連事業（ID 8）、経済特区開発（ID 36）、港湾アクセス鉄道（ID 7）の供用が開始されている

と見込まれる。 

 

（長期的な土地利用案） 

 長期的な土地利用の目標年となる 2041 年頃には、モヘシュカリ島地区、マタバリ島地区に

おいて提案されているプロジェクトの大部分が完成、供用されているものと想定される。中

期的な土地利用案以降では、港湾のステージ 2 港区（ID 3）がダルガタに整備され、マタバ

リ港のステージ 1 港区と道路で連結される。BPDP の計画している 8 ブロックの石炭火力発

電と 1 ブロックの LNG 火力発電（ID 12）は、石炭と LNG の割合は将来変更されるかもしれ

ないが、すべて完成する。エネルギー関連用地に計画されている石油精製、石油化学等産業

（ID 25, 30, 31, 32）が完成する。CPGCBL の太陽光発電（ID 16）が供用される。モヘシュカ

リ経済特区（ID 35, 36）への立地が進む。モヘシュカリ・コックスバザール道路（ID 6）が整

備され、モヘシュカリチャネルを越える橋梁の整備が検討されていると見込まれる。 
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出典 JICA 調査団 

図 11.5-1 短期的土地利用計画図 
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出典 JICA 調査団 

図 11.5-2 中期的土地利用計画図 
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出典 JICA 調査団 

図 11.5-3 長期的土地利用計画図
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（長期的な港湾開発案） 

 マタバリ港の第一段階開発は、フェーズ 1 で多目的ふ頭、コンテナふ頭を整備し、フェー

ズ 2 において工業港区の開発、コンテナふ頭の追加整備を行う計画である。工業港区の整備

に対する要請が強いので、工業港区はフェーズ 1 に編入するか、フェーズ 1 に続いて整備を

進める必要があると見込まれる。 

 マタバリ港の第二段階開発は、コヘリア川の河口ダルガタ地区に展開し、コンテナふ頭、

多目的ふ頭、専用貨物ふ頭の整備を行う計画である。新たに防波堤の整備、航路・泊地の浚

渫が必要となるので、大型のタンカー、鉱石輸送船などを必要とする工業開発と一体として

進める必要がある。 

 

11.6 港湾拡張整備および土地造成 

11.6.1  港湾拡張整備（マタバリ港 Phase-2 および Stage-2） 

 ここでは港湾拡張整備の概略を述べる。おおよその施工方法については先のマタバリ港開

発事業準備調査にて述べられているものとほぼ同様である。 

 ただし、土質条件や上載条件によって仕様や設計が大きく左右される民間岸壁・地盤改良・

ターミナル設備についてはここでは検討の対象外とする。つまり、ここでは港湾の基本設備

である航路・泊地、防波堤の整備および土地の造成（埋立）、護岸工と公共ターミナル（コン

テナ・多目的）岸壁についてをその検討対象とした。 

 以下の内容について本編にて述べる。 

(1) 浚渫工（航路・泊地） 

(2) 埋立工 

(3) 岸壁工 

(4) 護岸工 

(5) 防波堤 

(6) 概略コスト 

 

11.6.2  土地造成 

 土地造成については土地を利用する民間事業者が自ら行うか、公共投資によって行うかの

整理が必要である。モヘシュカリ・マタバリ地域で計画されている電力関連事業など一事業

者が広大な土地を必要とする場合は事業者自らが、また経済特区など政府主導で複数の産

業・事業者を誘致しようとする場合は公共投資によって造成および各種インフラの整備が行

われることが一般的である。 

 

(1) 造成高さの設定 

 モヘシュカリ・マタバリ地域の丘陵を除くエリアは大半が低地であり、沿岸部では特に高

潮・波浪・洪水などの災害に対する対策が必要である。 

 参考までにマタバリ港開発事業準備調査において提案されている各々の地盤高を表 11.6-1
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に示す。 

 

表 11.6-1 マタバリ港開発事業調査にて提案されている地盤高の例 

エリア 地盤高 

（CDL） 

地盤高 

（MSL） 

備考 

マタバリ港岸壁前面 +9.0 +6.32  

マタバリ港ターミナル +10.0~12.0 +7.32~9.32  

アクセス道路 +9.18~14.68 +6.5~12.0 橋梁部を除く。 

内陸部では予測洪水位の低下に伴って 

低い地盤高を許容する設計となってい

る。 

出典：マタバリ港開発事業準備調査報告書より JICA 調査団作成 

 

(2) 土砂の調達・運搬 

モヘシュカリ・マタバリ地域の丘陵を除くエリアは大半が低地であり、土地の造成にあた

っては大量の盛り土材の土砂の調達がポイントとなる。バングラデシュでは丘陵からの土砂

の採取は原則禁じられており、対象区域の近隣には造成に必要な大量の土砂が採取できる場

所は存在しない。 

調達コストを抑えるためには対象区域が沿岸域であることを利用して、海底からの土砂採

取が効率的かつ経済的であると考えられる。 

 

(3) その他 

造成の後に法面が残り、長期に渡って露出される場合はその保護が必要となる。河川沿い

を含む水際線については陸上の法面保護と違い、高潮・洪水を考慮した法面保護が必要とな

る。 

また経済特区など政府主導で複数の産業・事業者を誘致しようとする場合には土地の利用

計画に沿って、区画道路、排水設備、舗装または上下水道など必要な設備の検討、整備が必

要となることが考えられる。 

 

12. 実施体制及び法制度整備の検討 

12.1 日本の鹿島開発の事例 

工業整備特別地域は、新産業都市とともに、全国総合開発計画（全総）に謳われた「拠点

開発」を実現するために制定された。各地域では、その地域の工業の発展を促進するため、

施設の整備基本計画が定められ、地方税の特別措置、地方債の利子補給、補助率のかさ上げ

などの措置が講じられた。鹿島灘に面する茨城県沿岸地域は半農半漁の貧困地域であったが、

東京に近いので、1964 年に工業整備特別地域に指定された。国費・県費がつぎ込まれ、「農

工両全」をスローガンに海岸砂丘が開発された。 

昭和 36 年（1961 年）、県行政機構内に知事を本部長、推進事務局長を副本部長、出納長、

各部長を本部員とする開発推進本部が設置された。昭和 38 年（1963 年）には、開発事業の

本格的推進のため組織強化対策として推進事務局が設置され、その中に庶務係、企画第一係、
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企画第二係、調査第一係、調査第二係、企業誘致係、業務係が設置された。鹿島臨海協業地

帯開発組合（以下、開発組合）は、昭和 37 年自治大臣の許可交付により設立された。開発組

合は、開発に必要な工業用地や移転代替地の土地取得業務にあたった。 

12.2 タイの東部臨海開発の事例 

東部臨海開発計画（ESDP）は、強力で先見性のあった Prem Tinsulanonda 首相が提唱した、

タイ最大のインフラ開発プロジェクトの一つである。この計画は、1973 年にシャム湾で天然

ガスが発見された後に提唱された。タイはエネルギー自給に基づいた工業化プロセスを開始

し、タイ政府は第 5 次国家経済社会開発計画（1982-1986）において、ESDP を最優先課題と

しプロジェクトの推進を図った。 

意思決定のために、プレム首相が議長を務める閣僚レベルの国家委員会である東部臨海開

発委員会（ESDC）が設置された。全体調整を担当する事務局として東部臨海開発事務所

（OESD）が国家経済社会開発委員会（NESDB）のなかに設立された。その法的根拠は、首

相令「東海臨海開発委員会規則 B.E.2528（1985）」である。この実施体制は、中央集中化され

ており、重要な政策課題はトップダウン・アプローチによって決定され、政府機関はそれぞ

れがトップからの指示に従う形で行われた。 

12.3 バングラデシュ開発関連法令 

バングラデシュでは、都市計画、個別プロジェクトは実施するための法令整備が行われて

いる。しかし、各省の計画やプロジェクトを集約・調整し、モヘシュカリ開発を総合的に管

理するための法律は存在しない。モヘシュカリの工業開発に特に重要な法律として、以下の

2 つが挙げられる。 

(1) 経済区域 (EZ) 法（法 No.42, 2010 公示 2012 年 7 月 8 日） 

産業、雇用、生産、輸出の増加と多様化を通じた急速な経済発展を促進する。a) 区域の指

定、b)土地取得、c)開発者の任命、d)インフラ整備計画の策定、e)土地、建物の割り当て、リ

ース、賃貸、f)インフラ整備の実施、g)故郷創出、h)土地の効率的利用、i)より効率的運営、

j) 背後産業育成、k)企業の大都市からの移転促進、l)PPP の促進、m)必要な社会参加、n)労働

者権利の確立、o)貧困削減対策、p)産業政策の実行、q)EZ の経済センターへの転換が定めら

れている。 

(2) 電気とエネルギー供給の迅速化法（特別規定）2010 年 

この法律は、2016 年 11 月 3 日、電力・エネルギー鉱物資源省によって発行された。この

法律の目的は、 農業、工業、商業および国内の活動の需要に応じた電力およびエネルギーの

供給を確保するため、海外から電力およびエネルギーを迅速に輸入する観点から、電力およ

びエネルギーの発電、送電、輸送およびマーケティングを強化するための効果的かつ緊急の

措置を促進するための特別規定を定めることである。 

12.4 実施体制の検討 

マタバリ港湾エリア、背後周辺エリア、アクセス道路沿いのエリアは、今後バングラデシ

ュが経済発展をするための原動力のなる貴重な地域で、平和的かつ経済合理性基づいた視点

から土地利用されるべき地域である。モヘシュカリとマタバリの両地域を対象に、港湾、道
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路、鉄道、水運、経済特区等について一体的な開発計画を立て、セクター間で調和のとれた

開発を実施することを目的として「モヘシュカリ・マタバリ統合的インフラ開発イニシアチ

ブ 調 整 委 員 会 」（ Moheshkhali Matarbari Integrated Infrastructure Development Initiative 

Coordination Committee）（CC-MIDI）が 2018 年 2 月に設置された。 

モヘシュカリ地域の開発を考えた場合、バングラデシュでいくつかのオプションが考えら

れるが、バングラデシュの行政組織、体制を勘案した場合、中央に判断、指揮機関を設置し、

現存する関係省庁の権限を最大限に活用することが時間的に最も早道である。現在、モヘシ

ュカリ地域で計画されているプロジェクトが一部、空間的にも需要的にもオーバーラップし

ている。これらを是正し、効率的で秩序ある土地利用を推進するために、既存の CC-MIDI の

権限を強化することで対応を図る。同時に公共事業、PPP 事業の両方に関して、政府承認前

に、CC-MIDI で一元的な確認を行うことを提案する。加えて、BEZA に MIDI 事務所を設置

し、CC-MIDI 運営に必要な業務を行い、CC-MIDI のサポートを行う。事務所には必要に応じ、

関係省庁から行政官が出向し職務に当たる。また、地域開発計画、機関インフラ整備計画の

知見を有する海外アドバイザーを置き業務支援、技術移転を行う。 

12.5 法令の骨格検討 

バングラデシュは、英国、インド時代からの法令制度の積み上げがある。先にレビューし

たとおり、地域開発、土地管理、経済特区、港湾港等モヘシュカリでの個別プロジェクトを

実施する上での法律は、一通り整備されている。これらは各省に個別に所掌されているが、

総合的に機能させるための MIDI 委員会の権限の法的裏付けを行うための組織法令を整備し、

MIDI の権限、事務所の所掌、プロジェクト承認の手順などをルール化することを提案する。 

関連法整備にはオプションが考えられるが、バングラデシュでは法律を制定するには 2－3

年の期間が必要であり、ファーストトラックプロジェクト実施のために、新法を整備する時

間的猶予はない。そこで Rule of Bussiness 1996 の規定（18 条２）に基づき、政令（Cabinet Order）

を制定し、MIDI 調整委員会及び MIDI 事務所の法律的裏付けを明確にすることを提案する。 

12.6 今後の進め方  

2019 年 3 月に MIDI 事務所設置のためのコア・メンバーを任命し、準備室の設置を行う。

法務部会で、政令制定の準備を進め、2019 年 4 月までに政令案の起草を行い、同 7 月に政令

制定を行い、事務所を本格的に立ち上げることを JICA 調査団から提案した。 

これを受け、2019 年 3 月、法務省（MOL）立法議会事務局は、モヘシュカリ・マタバリ・

モデル産業・商業地帯法に関する法律草案（2019 年）を起草し、モヘシュカリ・マタバリ工

業地帯庁（MIZA）を設立することを CC-MIDI に提案した。CC-MIDI で議論されたが、既に

同様の組織（BEZA、BIDA BEPZA）が設置されており、また、新たな省庁組織の立ち上げに

は時間もかかることから、新省庁は、設置しないことが決定された。代わりに、BEZA 内に

MIDI-Cell (事務局)を設置することが決定された。CC-MIDI の法務部会では、CC-MIDI の政令

の見直し、MIDI-Cell の組織が検討された。 

2019 年 7 月、CC-MIDI にて、CC-MIDI 強化のための大統領令案が提案され手続きに入るこ

とが確認され、BEZA 内に MIDI-Cell を早急に立ち上げることが指示された。 
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13. アクションプランの策定 

13.1 アクションプランの策定 

 モヘシュカリ・マタバリ地域の開発は、複数の関係者がそれぞれの取り組みを着実に進展

させることによって、その実現が図られるものであることから、今後いつまで誰が何をすべ

きかについてのアクションプランを策定することを提案する。また、アクションプランには

PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルの考え方を反映させ、一定期間ごとに各取り組みに

ついて進捗状況をモニタリングして改善していくことをあらかじめに組み込んでおくことに

より着実な実現を目指すこととする。 

 以上の観点を踏まえ、以下のアクションを 2019 年 8 月頃までに緊急に実施することを提案

する。また、MIDI 調整委員会において MIDI アクションプランを早急に策定することを提案

する。 

 

 本調査で提案した開発コンセプト及び土地利用計画を MIDI 調整委員会として決定する

とともに、エネルギーターミナル（CTT、LNG、LPG）の投資者を決定し、これらを首

相に報告すること。 

 MIDI-Cell（MIDI の事務局）を BEZA に設置し専任職員を配置するとともに、JICA アド

バイザーの派遣を要請すること。 

 MIDI 調整委員会及び MIDI-Cell の法的枠組みを整備すること。 

 モヘシュカリ・マタバリ地域のセクター別開発計画（港湾、道路、鉄道、電力、エネル

ギー、産業・EZ、居住区、水道、郵政等）を策定するよう関係省庁に指示すること。MIDI-Cell

はセクター別開発計画を調整し統合マスタープランとしてとりまとめ、これを MIDI 調

整委員会として認可し首相に報告すること。 

 

13.2 JICA アドバイザー及び将来調査 

 モヘシュカリ・マタバリ地域の開発を推進するための MIDI アクションプランの策定を提

案したところである。このうち、JICA アドバイザーの派遣及び以下の調査については、早急

に実施することを提案する。 

 

(1) MIDI-Cell への JICA アドバイザーの派遣 

(2) マタバリ港フェーズ 2 開発準備調査 

(3) 一般 EZ 及びニュータウンの複合開発のための情報収集調査 

(4) 水供給のための情報収集調査 

 

 


